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研究開発投資の会計処理に関する一考察

吉井貴充

<論文要旨＞

研究開発投資は， 日本の会計基準と米国会計基準では全額費用化処理を求めているのに対

して，国際財務報告基準では研究開発投資の一部資産化を認めており， 日本で国際財務報告

基準が適用された場合に研究開発投資の資産計上を行う企業があると推測される．

そこで，本研究では日本の企業のデータを対象として，業種毎の研究開発投資に関する適

切な会計処理に関して実証分析を行った．その結果，化学工業，機械および精密機械では研

究開発投資の費用化処理が示唆され，医薬品， 自動車および電気機械では研究開発投資の一

部資産化が示唆された． この結果は医薬品， 自動車および電気機械では資産化可能な研究開

発投資の割合が他の業種に比べて多額である可能性を示していると考えられる．
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Abstract

WhileU.S.GAAPandJapaneseaccountingstandardsmandatethatfinnsfilllyexpenseR&Dcosts

when they are incurred, International Financial ReportingStandards (IFRS) allowpartial

capitalizationofR&Dcosts.ThecompaniesinJapantowhichlFRSappliespresumablycapitalizeof

R&Dcosts.

ThisstudytherefbreinvestigatedthesuitabilityofaccountingtreatmentfbrR&Dcostsfbreach

industryusinganempiricalanalysisofdatafi℃mJapanesecompanies.Theresultssuggestexpensing

ofR&Dcosts inthe chemicals,machinery, andprecision instruments industries, andpartial

capitalizationofR&Dcostsinthepharmaceuticals,automobiles,andelectricmachineryindustries・ I

inferthattheproportionofR&Dcostsbeingeligiblefbrcapitalizationishigherinpharmaceuticals,

automobiles,andelectricmachineryindustriesthaninotherindustries.
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1． はじめに

代表的な2つの会計基準である国際財務報告基準(InternationalFinancialReportingStandards)

と米国会計基準(GenerallyAcceptedAccountingPrinciples)において，研究開発投資の会計処理が
異なっている．国際財務報告基準における研究開発投資に関する会計基準は，前身である国際

会計基準(InternationalAccountingStandards)まで遡ると1978年の「研究開発活動の会計」 (IAS9

号)から2004年の「無形資産」 (IAS38号)まで4回の改訂があったものの，研究開発投資の一部
資産計上を認めるという基本的なスタンスは変わっていない．一方，米国会計基準における研

究開発投資に関する会計基準は， 1974年の「研究開発投資の会計処理」 (SFAS2号), 1982年の

「研究開発契約」 (SEﾍS68号)および1986年の「売却，賃貸， あるいはその他の方法で市場に

提供されるコンピュータソフトウェアのコストの会計処理」 (SFAS86号)の3つが存在する．

SFAS68号, SFAS86号はSFAS2号の適用範囲外である外部委託と個々の判断に任せたソフト

ウェアに対する扱いを明確にした基準であり，研究開発の会計処理の基本的なスタンスは

SFAS2号の公表から変化していない．すなわち，研究開発投資は支出のあった年度に全額費用

処理することを求めている．

日本の会計基準における研究開発投資に関する会計基準「研究開発費等に係る会計基準」は

1998年に設定され, 2000年3月期決算企業から適用されている． この会計基準の適用により，

繰延資産として一部の資産計上が認められていた試験研究および研究開発投資の資産計上が廃

止され，研究開発投資はすべて支出のあった年度に費用処理することとなった． また， ソフト

ウェアの研究開発投資に係る会計処理を研究開発投資とどのように区分するかを明確にして，

それぞれの会計処理を明示的に要求したことも特徴としてあげられる．研究開発投資の全額費

用化の理由として，企業会計審議会は, 1)企業間の比較可能性を担保する必要性,2)発生時には

将来の収益を獲得できるか不明， 3)研究計画が進行して将来の収益の獲得期待が高まったとし

ても依然として不確実等をあげている1．上記の理由2)と3)は国際財務報告基準の「無形資産」

(IAS38号)の定義とほぼ同様にもかかわらず，結論は, SFAS2号の検討項目とも整合性がある

点が興味深い．

研究開発投資の全額費用化は米国会計基準と整合性があり， このことは「研究開発費等に係

る会計基準」の公表が1998年だったことを考慮すると，当時の有力な会計基準であった米国会

計基準の影響を大きく受けたものと考えられる．

今後，グローバル的に国際財務報告基準へと会計基準が移行していくことが予想されるため，

1998年の「研究開発費等に係る会計基準」が適用された2000年3月決算以降の会計処理に一

貫性があるデータを用いて，研究開発投資の会計処理の妥当性について評価することは意義が

あるものと考えられる．
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2．先行研究

2.1研究開発投資効率に関する先行研究

1980年代から， ミクロ経済学の分野ではGriliches(1980)の研究を噴矢に研究開発投資の費用

効果分析に関する研究が行われてきた2.Griliches(1980,1986)は, Cobb-Douglas型生産関数の

フレームに技術知識ストック3をインプット関数として組み込み,インプットとアウトプットと

の関係を以下の式でモデル化した．

Qt=AeXtKFCfl;~6 (1)

Q アウトプット （売上または付加価値額）

A 構造パラメータ (CとLについての規模の利益を一定と仮定）

K 技術知識ス1､ツク

c 物的資本財インプット

L 労働インプット

入 非体化型外生的技術変化率

α 技術ストックのアウトフ°ツト弾力性

l-β 労働のアウトプット弾力性

e 自然対数の底

研究開発投資効果は技術知識ストックとして蓄積し，減価(陳腐化)が発生しながらアウトプ

ットに影響すると考えられるため，以下の式で推測される．

Z"iRDt-,Kt= (2)

(A)i (t-i)期の研究開発水準をt期の技術ストックに関連づける係数．

RDt_i (t-i)期の実質研究開発投資(基準化したもの)．

タイムラグ．

上記のモデルをもとにGriliches(1980)は1957-1965年の従業員l,000人以上の製造業883社を

対象に, Griliches(1986)は1966-1977年の製造業911社を対象に，それぞれ実証研究を行い, 1)

研究開発投資は，売上高や付加価値を測度とするアウトプットに有意である， 2)基礎研究費割

合はアウトプットへの決定要因として重要性が高いことが推定される， 3)政府が助成している

研究開発投資よりも企業資金による研究開発投資の方がアウトプットに対して効果的であった

としている．

Grilichesはその後,ClarkとともにGrilichesモデルの(l)式にインプット変数として原材料を

追加したモデルで, 1970-1980年代の米国製造業の924事業部を対象にした実証分析も行って

いる. (ClarkandGriliches(1984))

上記の2つのモデルを発展させる形で,RavenscrafiandScherer(1982)は,販売費(広告宣伝費，

販売促進費，販売員費，その他の販売費)も研究開発投資とともに利益に影響する要因と考え，

インプット関数として追加したモデルを考案した．彼らは1970-1979年の企業の事業部を対象

に，最大タイムラグを5年， 8年と仮定し， アーモンラグ推定(Almonlagmodel)4に基づく重回

帰分析を実施している．その結果，販売費の支出の効果はほぼその支出事業年度に利益として

発現しタイムラグは発生していないと推測されるが，研究開発投資は3年～5年のタイムラグ

を持って利益に対して影響を与えていると報告している．
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以上， 3つの代表的な先行研究を見てきたが，西村(2001)が指摘するように, 1)研究開発投資

の効果がタイムラグを持ってアウトプットである売上高や利益と有意な関係にあること， 2)研

究開発投資を累積した技術知識ストックの考え方が考案されていることの2点が重要である．

項目l)は会計の資産の定義の基本概念である将来利益との相関に通じる考え方であり，また，

項目2）は研究開発投資の資産化の考え方と整合性がある． これらの研究はインプットである

説明変数の時間軸上の範囲を拡大し，後の研究開発投資の会計処理に関する研究の礎になって

いることがうかがえるものの，あくまでインプットに関するアウトプットの有用性の評価に留

まっている．

2.2研究開発投資の会計処理に関する先行研究

研究開発投資の会計処理に関する研究は1974年の「研究開発投資の会計処理」 (SFAS2号)の

適用で研究開発投資の費用化処理が義務付けられた米国で盛んに行われてきた， 中でも代表的

な研究に研究開発投資の資産化を主張したLevandSougiannis(1996)があげられる．

対して, SFAS2号の前提条件を肯定した研究としては, Kotharietal. (2002)があげられる．

以下では上記の2つの先行研究を概観し， 日本における先行研究についても確認する．

LevandSougiannis(1996)は「研究開発投資の会計処理」(SFAS2号)適用の検討項目であるl)将

来の便益の不確実性や支出と便益の因果関係， 2)研究開発投資の情報がもたらす有用性等の要

因に対して， 1975年-1990年の企業データを用いた実証分析を行い, 1)研究開発投資は将来の

便益と因果関係があり， 2)研究開発投資の費用化により投資家に適切な情報を提供できていな

いため，研究開発投資率が高い企業では株式のリターンがタイムラグを伴って高いパフォーマ

ンスを見せているとし，費用化処理が適切ではないと主張している．

LevandSougiannis(1996)では，以下の手順で研究を進めている．

l)研究開発投資と修正営業利益との関係により，研究開発投資の資産化と償却率を推計．

2） 報告利益の修正．

3） 資産化した研究開発投資，修正報告利益と株価の関係を推定．

また, LevandSougiannis(1996)のモデルは以下の手順により，研究開発投資の資産化を推測

している． ここで, t期における企業iの利益Eitは，有形資産'Initと無形資産IAitの関数と定義
する．

Eit=g(TAit,IAit) (3)

次式の研究開発投資のラグ項の推測には多重共線性を軽減するため，推定式の変数を削減す

ることができるアーモンラグ推定を行う点が特徴として挙げられる． また，研究開発投資RD

は被説明変数であるOIと同時性があるため， 自社以外の業種平均値IRDを説明変数とした(5)

式で回帰分析して推測した値と取り替えたのちに， (4)式の回帰分析を行う操作変数法を用いて

いる．不均一分散の防I上としては各変数を売上高で基準化している．

n

(O1/S)it=qo+α佃/s)"-,+Zqzk(RD/s)M-k+cI3(AD/s)"-,+' （4）
k＝0

O1 減価償却費，広告宣伝費，および研究開発投資控除前の営業利益

s 売上高

TA 有形固定資産

RD 研究開発投資
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AD 広告宣伝費

E 誤差項(以~ド同じ）

(RD/S)i,t=a+b(IRD/S)i,t+Mi,t （5）

(4)式で推計されたα2.kを元に研究開発投資の業種全体の年償却率6kを計算し’サンプル企業

ごとに年間研究開発償却額RAitを計算するために使用する．

6k=azk/Zaz" （6）
k

RAi[=MD"-,< （7）
k

研究開発投資についての修正済みの利益xiは, (GAAP上の)報告利益xRに研究開発支出RDit

を足して， (7)式のRAitを引いたものと等しい．

X;=X;+RDit-RA!上 （8）

各サンプル企業の年度末研究開発資産RDCitは，以下となる．

（‘書‘,） ①’
N－1

RDCit=ZRD"_"
k＝0

N 研究開発の有効期間ないしは波及期間

日本においてはLevandSougiannis(1996)のモデルをもとに，劉(2005)は日本の医薬品業界の

20社(および選定した5社)の1977年～2000年のデータ(タイムラグの推定に使用)を用いて分

析を行った．その結果，ほぼ, LevandSougiannis(1996)と同様の結果が得られ，研究開発投資の

資産化が示唆されたとしている．また，類似の研究としては，榊原他(2006)，山口(2006)等が挙

げられ，いずれも研究開発投資の資産化に肯定的な結果を報告している．

Kotharietal.(2002)は「研究開発投資の会計処理」 (SFAS2号)適用の検討項目であるl)将来の

便益の不確実性や支出と便益の因果関係， 2)研究開発投資の情報がもたらす有用性等の要因に

対して, 1972年-1997年の約50,000サンプルで実証検証を行った．その結果，研究開発投資が

設備投資と比べて将来の収益の対して不確実性をもたらしているとし，項目l)の将来の便益と

の不確実性を支持する結果となったとしている．

Kotharietal.(2002)は，収益の変動性をあらわす被説明変数を1年後から5年後の経常利益の

標準偏差として，設備投資も研究開発投資と同様と仮定し，以下の推定式を提案している．

SD(Et+,.(+5)=q+6,tCapExt+62tR&Dt･+63tMIA+64tLevt+E (10)

SD(Et+,,t+5) (t+1～t+5)期間中の経常利益の標準偏差

CapExt 設備投資額

R&Dt 研究開発投資

M昭 株式時価総額

Levt 財務レバレッジ

（10)式において，株式時価総額と財務レバレッジはコントロール変数である．

実証分析では, 1972年-1997年の約50,000サンプルでの推測結果より，設備投資額と研究開

発投資の係数が3倍ほど研究開発投資の方が大きかったことから，研究開発投資の方が設備投

資額より，将来利益の不確実性に寄与しているとした．なお， （10)式は基本式であり’実際に実

証分析を行った推測式では広告宣伝費を追加したモデル等，複数のモデルが存在するが，いず
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れも設備投資額(有形固定資産合計額)よりも研究開発投資(研究開発資産)の係数が大きく推定
されたとしている．

類似の研究としては,Amiretal. (2007)が挙げられるが，研究開発投資比率が高い産業では，

Kotharietal.(2002)と同様の結果となったものの，設備投資比率が高い産業ではそのような結果

が得られなかったとしている． 日本における類似の研究としては,中野(2009),青木,間普(2009)

が挙げられるが, Kotharietal.(2()02)の結果とほぼ同様に設備投資額よりも研究開発投資の係数

が大きく推定されたとしている．

3． リサーチデザイン

2節の先行研究の内容を考慮すると，以下の観点からの研究が進展していないものと考えら

れる．

l) 1998年の「研究開発費等に係る会計基準」適用後の会計処理に一貫性があるデータを用

いて，研究開発投資の会計処理の妥当性について評価した研究は意義があるものの，数

少ないと思われること．

2） 日本の会計基準について，今後，国際財務報告基準の導入が予想され，研究開発投資の

資産化が求められることが想定されるが，研究開発投資のl)将来収益との関連性, 2)将

来収益の確実性の2つの視点から妥当な会計処理について，業種間の相違を考慮した研

究が見当たらないこと．

そこで，本研究では, 1998年の「研究開発費等に係る会計基準」適用後のデータのみを用い

て，研究開発投資のl)将来収益との関連性, 2)将来収益の効果に関する確実性の2つの視点か

ら先行研究を参考にし，業種毎の適切な会計処理について実証分析を行う．

具体的な調査方法は，先行研究をもとに，項目l)についてはLevandSougiannis(1996)のモデ

ルを用いて将来収益と研究開発投資の間にタイムラグが存在しているかを分析し，項目2)につ

いてはKotharietal.(2002)のモデルを用いて研究開発投資が将来利益に与える不確実性につい

て設備投資額と比較を行うことより分析を行う．

研究開発投資については，全ての会計基準において研究費は費用化処理が求められているた

め，研究開発投資の資産化が示唆された場合でも，資産化が示唆されるのは研究開発投資の一

部である開発費となる． また．資産化は将来利益との関連性と確実性の2項目を同時に満たす

必要があると考えられる．将来利益と研究開発投資との間にタイムラグが確認できなかった場

合は将来利益と関連性がないと考えられるため費用化が示唆され， タイムラグが認められた場

合は将来利益と研究開発投資が関連性を持つため，研究開発投資の一部資産化が示唆されると

考えられる．次にKotharietal.(2002)のモデルで設備投資と研究開発投資が将来利益に対してど

ちらが不確実性をもたらす影響が高いかを確認する．研究開発投資が設備投資額より将来利益

に対して不確実性をもたらすと認められた場合は費用化が示唆され，逆に設備投資よりも不確

実性への影響が少ない場合もしくは影響自体が認められない場合は研究開発投資の一部資産化

が示唆されると考えられる．

つまり，研究開発投資の－－部資産化が示唆される場合は, 1)研究開発投資と将来収益との間

にタイムラグを持った関連性が確認できること， 2)研究開発投資が設備投資よりも将来収益に

対して不確実性を及ぼす影響が少ない場合もしくは無い場合の2つが求められる．
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両モデルを用いて推測される結果を以下のマトリックスにまとめる．

表1研究開発投資の適切な会計処理の推測

3．1研究開発投資のタイムラグ推定

研究開発投資と将来利益との関連性の分析には, LevandSougiannis(1996)のモデルで使用し

た(4)式をもとにした以下の推定式を使用する．

、

(01/S)!:=c"(TA/S)"_,+Z｡(2k(RD/S)L､3(AD/S)"_,+. (11)

k＝o

LevandSougiannis(1996)でも触れているが, (4)式のように当期の修正営業利益と当期および

ラグ付きの研究開発投資を含んだ説明変数でOLS推定を行う場合, 1)ラグ付き説明変数間に高

い相関がみられることより多重共線性が発生する可能性， 2)被説明変数と説明変数に同期の同

じ変数が存在することより，誤差項と説明変数が相関を持ちOLS推定量が不偏性と一致性を持

たない同時性の問題の2つが懸念される．このうち,項目1)についてはLevandSougiannis(1996)

と同様にアーモンラグ推定を使用することにより多重共線性の問題を最小限に抑える．項目2）

については榊原他(2006)を参考にして， ラグ項をt期～n期からt-1期～n期までに変更，するこ

とにより被説明変数と説明変数間に同期の変数を削除することにより対応する．

これらの対応を行った結果，推定式は以下となる．

n

(01/S)i[-c"(TA/S)"_2+Z"2"(RD/S)"_k+"3(AD/S)"_,+. (12)

k＝1

01減価償却費，広告宣伝費および研究開発投資控除前の営業利益

TA有形固定資産，棚卸資産等の合計

S 売上高

RD研究開発投資

AD広告宣伝費

各変数は，劉(2005, p.122)を参考に設定している. OIは企業がt期に報告した営業利益に同

じくt期に報告された販売費および一般管理費の広告宣伝費とt期に報告された研究開発投資

および減価償却費を控除した合計金額で設定している．なお，研究開発投資は2節で確認した

ように最も有力な情報源とした有価証券報告書の注記計上額で設定している． また，広告宣伝

費についてはタイムラグを持って長期に利益に影響を与えているとの先行研究も存在するが，

RavenscraftandScherer(1982)による先行研究で広告宣伝費の影響がl～2年程度と実証された結

果を受けてLevandSougiannis(1996)はタイムラグを伴わないt-l期のみを採用していることを
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LevandSougiannis(1996)のモデル

タイムラグ有 タイムラグ無

Kotharietal.(2002)

のモデル

設備投資より不確実性へ

の影響大

設備投資より不確実性へ

の影響小もしくは影響無

費用化を示唆

一部資産化を示唆

費用化を示唆

費用化を示唆
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重視し，劉(2005)と同様に本研究でも広告宣伝費はt-l期のみを採用する．

TAはt-l期の有形固定資産合計額，棚卸資産合計額，営業権，連結調整勘定および非連結子

会社関連会社株式・社債・出資金の合計額で設定している． また，各変数は不均一分散を軽減

するため,同じ期の売上高で基準化している.次にアーモンラグ推定の設定について記述する．

アーモンラグ推定において用いる多項式の次数は先行研究をもとに2次， 3次および4次式と

し， ラグ項の終端条件はタイムラグの設定について事前に情報がなく今回推定可能な8年以上

のラグ期間も考えられるため，無制約のみを設定する．

分析の結果, Sougiannis(1994)をもとに自由度調整済み決定係数が最も高いラグ期間を推定さ

れたタイムラグ期間とし， タイムラグを他の説明変数と同じ1年とした(13)式とタイムラグ期

間を0年とした(14)式の推定結果と自由度調整済み決定係数が高い方を選択し,(12)式の結果が

選定されればタイムラグが確認できたものと判断する. (13)式もしくは(14)式の結果が選定さ

れれば， タイムラグが確認できなかったものとする．

(OI/S)it=qo+q,(TA/S)i,t_,+(RD/S)i,t_,+q3(AD/S)i,t_,+E (13)

(OI/S)it=qo+q,(TA/S)i,t+(RD/S)i,t+q3(AD/S)i,t+E (14)

タイムラグが確認できれば研究開発投資の将来利益への影響が確認できたものとする．

3.2研究開発投資の将来利益へのリスク分析

研究開発投資効果の将来収益への不確実性の分析には, Kotharietal.(2002)のモデル(10)式に

おいて，経常利益の標準偏差，設備投資額および研究開発投資を純資産簿価BVで基準化した

以下の式を用いる．

SD(E/BV)i"""' ＝α+6I(CapEX/BV)"+62(RD/BV)i(+63''川上+64Levit+E (15)

SD(E/BV)…+5 (t+1～t+5)期間中の経常利益の標準偏差

(CaPEX/BV)" 設備投資額

(RD/BV)i[ 研究開発投資

1nMMt 株式時価総額を対数変換

財務ﾚバﾚﾂジ((鮒合淵擁…綱）
負債合計額

Levit

研究開発投資は前述の検討結果より有価証券報告書の注記計上額で設定し，純資産簿価BV

は会計基準変更前の年度が含まれているため’負債・純資産合計から負債合計を控除した額を

用いた． また，株式時価総額に使用する株価は決算月の終値を使用した．

(15)式を用いた分析結果より，以下の結果が推測される．

1) 設備投資額の係数と研究開発投資額の係数を比較し，研究開発投資額の係数が大きけれ

ば，研究開発投資は設備投資と比較して将来利益の不確実性の増加要因である．

2） 設備投資額の係数と研究開発投資額の係数を比較し’研究開発投資額の係数が小さけれ

ば,研究開発投資は設備投資と比較して将来利益の不確実性の増加要因となっていない．

3）研究開発投資額の係数が有意でない場合は，将来利益の不確実性に影響を与えていな

い．
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4．データ概要

本研究で使用したデークの概要について以下に主とめる．財務データは日経NEEDS財務デ

ータから入手し，抽出条件は企業グループ内の研究開発効果のスピルオーバーを考慮し連結優

先オプションを設定した．株価の決算月終値テーダはYahoo!ファイナンスから入手した．

以下に対象とした企業の条件についてまとめる．

1）対象期間は会計基準変更が適用となった2000年3月から2008年ll月とする．

2） 東証---部に上場し， 日経業種中分類で化学工業，医薬品，機械，電気機械， 自動車，精

密機械に属している企業．

3） 対象期間中の全ての期間で研究開発投資を報告しており，決算月に変更がない企業．

4） 対象期間中の全ての期間で東証一部に上場しており，期末の株価が入手可能な企業．

項目l)について，今回の分析対象が研究開発投資であるため，会計基準変更後の2000年3月

度からのデータのみを使用することとし， また， リーマンショックの影響がまだ顕在化してい

ないと考えられる2008年ll月までの期間を対象とした．項目2)について，本研究では業種毎

の分析を行うこととしているため，製造業のカテゴリに属する研究開発活動が活発と思われる

東証一部上場の化学工業，医薬品，機械電気機械， 自動車，精密機械の各産業に属する企業

を対象とした．項目3)について，研究開発投資のタイムラグ推定を行うことと決算月が変更と

なった場合は適切な財務データを入手できないと思われることより， 9年間全ての決算月に研

究開発投資を報告しており，かつ決算月に変更がない企業を対象とした．項目4)について，説

明変数に株式時価総額を用いることより， 9年間全ての決算期の月末において株価の終値を取

得できる企業を対象とした．

研究開発投資と将来利益との関連性の分析は上記の項目 l), 2), 3)を満たしたデータを使用

し，研究開発投資効果の将来収益への不確実性の分析には上記の項目1), 2), 3), 4)を全て満た

したデータを使用した．研究開発投資と将来利益との関連性の分析のデータについては9年分

のデータとなっており，研究開発投資効果の将来利益への不確実性の分析データについては被

説明変数が5年間の経常利益の標準偏差となっているため， 4年分のデータとなっている．

5．分析結果

5.1”記述統計量

本研究で使用したデータの記述統計量について以下にまとめる．

表2より，説明変数であるTA/SとRD/Sの平均値を比較すると全ての業種でTA/Sの値が大

きくなっていることが分かる． また，全ての業種でAD/Sの値はRD/Sの値より低くなってお

り， 最小値及び第一四分位の値が0に近い値となっている．これは対象としたデータである販

売費および一般管理費の広告宣伝費が研究開発費より相対的に低額であることと，販売費およ

び一般管理費の明細は5％(現在は10%)を超えない項目については開示義務が無いことで全サ

ンプルの約37.7％が欠損値になっている豆との2つが主な要因であると思われる． なお，本分

析では，広告宣伝費の欠損値は0で補完して推定を行った．
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表2記述統計堂(研究開発投資と将来利益との関連性の分析）
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表3記述統計量(研究開発投資と将来利益の不確実性との関係の分析）
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表3より，被説明変数である(E/BV)$+,,t+5の標準偏差(SD)について，電気機械と自ヨ表3より，被説明変数である(E/BV)$+,,t+5の標準偏差(SD)について，電気機械と自動車が比

較的大きな値を示している．分析対象である(CapEX/BV)[と(RD/BV)!の平均値を比較すると自
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動車が(CapEX/BV)!の比率が高く，医薬品は(RD/BV):の比率が高いことが分かる．他の業種に

ついてはほぼ変わらない比率となっている．

5.2研究開発投資のタイムラグ推定結果

以下に研究開発投資と将来利益との関連性の分析について, (12)式, (13)式および(14)式で

OLS推定を行い推定された自由度調整済み決定係数についてまとめる．

表4業種， タイムラグ毎に推定された自由度調整済み決定係数

化学工業 101社 医薬品 28社 機械 ’02社 電気機械 121社 自動車 47社 精密機械 26社
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表4より，全ての業種でタイムラグを想定し最も自由度調整済み決定係数が高いラグ期間と

タイムラグを想定しなかった場合との自由度調整済み決定係数を比較すると，前者の説明力が

高くなっていることが分かる．また，全ての推測結果について, F値が5%以上の水準で有意で

あることが分かる6． このことより，全ての業種で研究開発投資効果はタイムラグを有している

ことが分かる．化学工業については， 5年と7年の2つのピークがあるが，本研究では決定係

数の値からタイムラグは5年とし， ピークが2つある場合の解釈については，今後の課題とす

る． また，医薬品と精密機械ではタイムラグが今回の分析で測定可能である最長の8年と推定

されたため，実際には8年以上のタイムラグを有している可能性がある．

表5,表6に業種毎に最も自由度調整済み決定係数が高くなった推定結果についてまとめる．

表SOLS推定結果(ラグ期間および多項式の次数）

業種 adj-R2 サンプル数(会社数） ラグ期間 次数
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OLS推定結果表6
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前期の有形固定資産と棚卸資産の合計額ITA/S(-l)],前期の広告宣伝費【AD/S(-I)]および前期

以前の研究開発投資[RD/S(-n)】について,将来利益への正の影響が想定されるため係数は正であ

ることが期待される．

分析の結果，前期の有形固定資産と棚卸資産の合計額[TA/S(-l)]は，電気機械および自動車で

正の値であり 1%水準で有意，前期の広告宣伝費[AD/S(-l)]は全業種で正の値であり 5%水準で

有意である． また，研究開発投資[RD/S(n)1のラグ項目も，全ての業種で研究開発投資のラグ項

目の合計[2RD/S(n)]が正の値であり 1%水準で有意であり， 有意である係数の符号は期待通り

で分析結果自体は概ね問題ないと考えられる． しかしながら，研究開発投資[RD/S(n)}のアーモ

ンラグ推定においてt値が低い係数やラグの途中で負に転じている年度がある等の業種間で差

異がある．化学工業，機械および電気機械については， ラグ中に負に転じる期があるものの，

5％以上の水準で有意な係数は全て正の値であり係数の解釈に問題はない． しかし, l)医薬品，

精密機械は負に転じた期で有意な係数が存在する， 2)自動車は有意な係数が無いと係数の解釈

が困難である． この分析結果について， 1)分析結果自体の考察， 2)先行研究との比較の2側面

から考察する．

分析結果自体の考察について，医薬品，精密機械および自動車の3業種については，他の業

種と比較してサンプル数が少ないことより，係数推定の安定性が低い可能性が考えられる．

先行研究との比較では， アーモンラグ推定でラグ項に負の係数がみられることについて，宮

本(1994)，榊原他(2006)， 山口(2006)でも確認されており，榊原他(2006)ではサンプル対象およ

び対象期間が異なるものの医薬品および精密機械で今回の分析結果と同様に比較的近いタイム

ラグでは正の有意な係数を有し期間の遠いラグで負の有意な係数を有していることが分かる．

また， タイムラグ期間の解釈について，榊原他(2006)では赤池の情報基準(AIC)等を用いて適切

なラグの長さを決めて分析を行い正の係数が確認できる期間を概ね影響がある期間としている‘

今回の分析結果では, Sugiamis(1994)をもとに自由度調整済み決定係数が最も高い期間をラグ

期間としたが，榊原他(2006)のようにラグ期間を考察する方法も考えられる．

以上より，本分析においては， ラグの形状およびタイムラグ期間の解釈が明確にならなかっ

たが，分析の目的をタイムラグの存在有無に重点を置いているため，詳細な確認は今後の課題

として検討する．

5.3研究開発投資のリスク推定結果

以下に研究開発投資効果の将来収益への不確実性の分析について, (15)式でOLS推定を行

った結果についてまとめる． なお，推定結果において，全ての業種において,Whiteテスト

46

係数

t値

係数

t値

係数

t値

係数

t値

係数

t値

O蛇0 0.155 0.901 1．m7 -0339 0.492 0682 -0438 -1.387 1

1.532 6590
ウ●●

231ぎ･ 0951 -0343 1010 1”5 -0916 －16m 1

係数

t値



研究開発投資の会計処理に関する一考察

により不均--分散の存在が示唆されたため,Whiteの不均一分散一致標準誤差を用いた推定を

行っている．

表70LS推定結果(Whiteの不均一分散一致標準誤差でt値を推定）

業種 a･i-R2サンプル数 C "PEx/BVORD/BV@Lr{MV) Leverage l②÷｡
化学エ業 g22U 360 係数 0012

． t値 11恩0

---..-.----__ f_一理型__-
医薬品 03釣 96 係数 －0〔“

t値 -1.6蝿

p値 0196

0102

3.811…

0.”

哩
狸
班

０
０
０

126
白白

函
叩
亜

ハ
レ
属
ゾ
ハ
）

O”〕

－0妬8

-0946

－0045

．公692

0491

0.117

1818塵

0．072

0m4

1.396

0166

函
韮
麺

０
１
０

ー

機械 021.ノ 360 係数

t値

p値

0．059

4130瀬｡。
0函

2340.蛇7

0916

0.360

申

９
ざ
６

心
理
唖

0231

3.150,”
O”

幻”1

－0378

07妬

電気機械 c,餌6 452 係数

t値

－0〔函

も4鋪

0627

-0.014

-1143

o調4

0.130

1.298

岬
却
油

０
０
０

0.518

1410

0.159値 0,217

自動車 0170 164 係数 ・-0895 0“0

t値 -24(B･｡ 0579
p値 0017 0563

0.唾1

2131軍．

0322 -

2664…

恥
函

０
０

0.377 0田5 0噸
－

精密機械 噂.31q 92 係数

t値

p値

睦
麺
和

０
０
０

C､010

0鮨O

C952

0414

5415“。

0皿

O“1

0.129

0.餌8

－0“1

－0638

0525

ー

－

coc:1%有意･･5%有意。､1醜有意

化学工業と機械では，設備投資ICapEx/BⅦと研究開発投資IRD/BⅥの係数が5%以上の水準

で有意であり設備投資の係数より研究開発投資の係数が大きく，研究開発投資が設備投資より

も将来利益の不確実性に寄与していることがわかる．精密機械では，設備投資の係数が5％水

準で有意でないものの研究開発投資の係数が5％有意であり，同様に研究開発投資が将来利益

の不確実性に寄与していることがわかる．一方，医薬品では研究開発投資の係数のp値が0．072

であるものの，電気機械および自動車同様に5％水準で有意ではなく，研究開発投資が将来利

益の不確実性に寄与していないことがわかる．

6．考察

分析の結果より，それぞれの業種において適切と推定された研究開発投資の会計処理につい

て以下にまとめろ．

表8業種毎の研究開発投資の会計処理の推定

Fﾐﾆ二三二二二三
－

～
■
■
■
■
■
■
Ｆ
ｂ
Ｕ
Ｕ
●
▲
■
■
■
ｒ
■
Ⅱ
■

設備投奮より不確実性へ 野.羽1とを示唆

藍堆錐鍵審趨

オ
－－－－二一 ＝－ー

設備投資より不確実性’ 一部資産化を示唆

’
甲
●
一 －●

全ての業種において，研究開発投資効果'､タイノ､ラグが確認できたものの，化学工業，機械

および精密機戚においてば設備投資と比較して研究開発投資のリスクが大きいと判断され費用

化処理が示唆される．一方，医薬品,電気機械および自動車においては，将来利益へのリスク
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増加に寄与していることが確認できなかったため，研究開発投資の一部資産化が示唆される．

この結果について，企業会計基準委員会(2009)の調査結果と比較してみる．企業会計基準委

員会(2009)では, 2005年度から国際財務報告基準の強制適用が行われた欧州企業の2007年度

アニユアルレポー!､を用いて, IAS38号による研究開発投資の資産化事例を調査している．

表9企業会計基準委員会(2009)の調査結果

一一一一℃-.q■－■‐－－－

業界 対象会社数
－－－‐－－－ｰ－一_ー

会社名 資産計上会社数 資産化額開示会社名 資産化率※1
（2007年度）

6 アストラゼネカ、グラクソ･スミスクライン、メ （不明1） （グラクソ･スミスクライン）
ルク、ノバルディス、ロシュ、サノフィ･アヴェ
ンティス

フ キ.ヤドバリー･シユウエ.ｿブス、ダニスコ 1 オークラ 10．5B％

、ダノン、ネスレ、オー･クラ.ベルノ･リカー

一"=一ル、ユニリーバ
5 BASEバイエル、、ンケル、ペルストッブ、 3 BASEバイエル、ベルス 0.97%～237％

製蕊業界

ー

食品･飲料業界

化学業界
ｿブ'ンジエンタ

自動車〈完成車)業界 BMWダ プ･‐ －－･シト 左記の全ての企業 29.37％～53.53％

【｣工 ルノー オー， －ケン(､”

自動車部品業界 7 オートリブ､ボッシュ、コンチネンタル、

フォーレシア、マン、ミシュラン、ヴァレオ

087％～25.97％ボッシュ、コンチネンタル、

フォーレシア、マン、ヴァレ
オ

5

電機業界 左記の全ての企業6 アルカテル、エレクトロラックス、エリクソン、 6 2.71％～25.72％

望ヰア､コィリッブス、シーメンス
5 フオルトウム、Mレアル、Scヘストラエン 1（不明3） SCA､ （フオルトウム、ストラ 7.73％

坐UPMキュンメネ エンソUPM ユンメー

紙バルブ業界

その他の業界 8 ベネトン(アパレル)、ドイツデレコム（通

信)、EA“(宇宙、航空)・ロレアル(化粧

品)、ルイ.ヴィトン･モエ･ヘネシー(化粧

品)、デイ､ﾝセン．クル･ｿｰパ重工業)、デスコ
（,｣､完)、ビヴェンディ(メディア）

“DS、ティッセン・クルッ

プ、デスコ※2、 （ベネトン、

ドイッテレコム、ビヴェン

ディ）

3(不明3） 24.62％～25.66％

出典:企業会計基狸委員会(2“9)『社内発生開発費のIFRSのもとにおける開示の実態調査』から抜粋。
※1 ；資産化率は研究開発支出を母数とした比率。

※2:テスコ社は資産化額の聞宗を行っているものの、本資料には掲載されていなかった。

表9kり、 自動車(完成品)業界では調査対象となった全ての企業が研究開発投資の資産化を

実施しており，その額も研究開発支出の29.37％～53.53％と非常に多いことが分かる．電機業

界においても調査対象となった全ての企業で資産化率は低いものの，資産化計上を実施してい

ることが分かる． 自動車部品業界においては7社中5社が資産化計上を行っており，資産化率

が0.87%～2g.97%とばらつきがあるものの，資産化が積極的に行われているものと考えられる

一方，製薬業界，化学業界では研究開発投費の資産化があまり行われていないかもしくは資産

化率が少ない結果となっていることが分かる．

今回の分析結果~r., 自動車が完成品メーカと部品メーカの両者を含んでいることを考慮する

と，企業会計慕準秀員会(2009)の調査結果とほぼ同様に自動車と電気機械で研究開発投資の一

部資産化が示唆されたことは興味深い結果といえよう． このことは， 日本における自動車と電

気機械においても齋産化候補となる研究開発投資の割合が他の業種と比較して多い可能性があ

ることを示唆1ていろと考えられろ． ‐一方，医薬品については，企業会計基準委員会(2009)の調

査結果と異なり，研奔開発投資の--部資産化が示唆されている． このことは，医薬品の研究開

発投資の一部資産化という日本独自の特色を示唆している可能性がある．

7． おわりに

本研究では日本の企業のデー々を対象として，企業の研究開発投資に関する会計処理の適切

性に"ついて,会計基準での資産化の前提と考えられる，1)研究開発投資と将来利益の相関関係，
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2)研究開発投資と将来利益の確実性の関係に着目し，業種毎の適切な会計処理について実証分

析を行った．その結果，化学工業，機械および精密機械では研究開発投資の費用化処理が示唆

され，医薬品， 自動車および電気機械では研究開発投資の一部資産化が示唆された． この結果

は医薬品， 自動車および電気機械では資産化可能な研究開発投資の割合が他の業種に比べて多

額である可能性を示していると考えられ，今後，我が国企業が国際財務報告基準(IFRS)を適用

する際に一定の示唆を与えると考えられる．

しかしながら，本研究で使用したデータは限られた年数と東証一部上場企業の限られた業種

のデータに限定して実施した分析結果に過ぎない．

また，本研究では研究開発費のタイムラグ推定時に以下のような課題が残った．

’） 自由度調整済み決定係数のピークが2つある場合の解釈．

2） ラグの形状およびタイムラグ期間の解釈．

さらに，経営者の会計行動という視点からの分析についても検討したい．

これらの課題あるいは問題点については，今後の研究課題としたい．
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注

1企業会計審議会(1998, 3の二)を参照

2西村(2001, p.152)

3技術ストックの概念については西村(2001, pp.157･159)を参照．
4係数のラグ分布を多項式で近似できると仮定した推定方法(Almon(1965)).

5榊原他(2006)の指摘と同様に本研究においても,Lev&Sougiannis(1996)が使用した研究開
発投資を自社以外の業種平均値で推測した値と取り替える操作変数法の使用を試みたが自社以

外の業種平均値と自社の研究開発投資によい相関が見られず，同方法の使用を断念した．

6広告宣伝費の欠損値を， 1)販売費および一般管理費の5％で補完と2)業種の平均値で補完の
2つの方法で追加分析を行ったが，本分析と同様の結果となり，全ての業種で研究開発投資効
果はタイムラグを有していることが分かった．
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